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多国籍企業における内部化理論の再検討試論
―日本のテレビ・ゲーム産業をケース・スタディとして－

飯　田　健　雄

A Tentative Reconsideration of Internalization Theory in the MNCs
–– A Case Study of the TV Game Industry in Japan ––

Takeo  Iida

　この論文の研究目的は、日本のテレビゲーム産業のケーススタディを通しての内部化理論の再検討

にある。内部化理論は、イギリスのレディング派を中心に1970年代から精緻化され、多国籍企業の行

動分析に大きな貢献をなした。しかし、内部化理論は、1990年代に飛躍的発展を遂げたコンピュータ・

ソフト産業の多国籍化が行われる前に完成してしまった感もある。

　論文におけるケーススタディの結果からは、日本のテレビゲーム産業はレディング派の説くような

内部化を推し進めていないことが観察できる。内部化理論はコスト・ベネフィットに従った多国籍企

業の行動理論であると仮定される一方、テレビゲーム産業は集権的で本国に傾斜した開発・生産を行

い、海外生産の機会は少なく販社レベルに留まることを示している。このような観察結果からしても

内部化理論に基づいた多国籍企業の行動原理は、コンピュータ・ソフト産業の観点からも修正される

機会を見出している。

This paper centers on a tentative reconsideration of internalization theory in the MNC's in light of the case
study of the TV-game industry in Japan. The Reading school has greatly contributed to the theoretical
development of MNC theory since the beginning of the 1970s. However, it may be that the rapid global
growth of the computer-IT industry obsoletes or invalidates the theoretical edifice established by the Reading
school.
It can be observed in the research findings that the Japanese TV-game industry is seldom fully
multinationalized through internalization as is explicated by the Reading's school. It is therefore inferred
that internalization theory is systematized, predicated on the analysis of MNC's oriented for cost effective
behavior. Thus far, there is a theoretical leeway to be extensively investigated in terms of the computer-IT
industry in order to further refine internalization theory.
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Ⅰ　多国籍企業における内部化理論

1.1 多国籍企業における内部化理論の位置付け

　多国籍企業理論における内部化理論の立場は、

市場の効率的統制を通じて企業の多国籍化を説

明していこうとするものである。内部化理論で

いう効率的統制とは、「市場の失敗」(1)を回避する

ために、開放的で恣意的な市場価格（アームズ

レングス価格）に経営の成り行きをまかせず、本

社と海外子会社間での統御・管理された海外事

業展開の在り方と規定できよう。海外事業展開

とは完全子会社、合弁、または海外提携（ライ

センシング）のいずれかの経営形態をさす。そ

れゆえ、内部化理論は、多国籍企業の行動過程

の分析を試みる以下の論者とは立場を異にして

いる。

　第一に、内部化理論は、ハイマー(2)やキンドル

バーガー(3)の不完全競争の産業組織論をベースに

した多国籍化の解明とは異なる。ハイマーやキ

ンドルバーガーからすれば、海外進出は国内不

完全市場と規模の経済性に基づく一方で、生産

効率拡大と受入国側の競争を制限しての事業拡

大だからである。すなわち、ハイマーやキンド

ルバーガーは、独占的優位性を有する一方的な

（unilateral）本社ベースでの観点でのみ多国籍化

を説明していく。ここには、内部化理論の中核

にある本社 ― 子会社間の双方向的(bilateral)の統

制的視点は欠落している。

　第二は、内部化理論は、小島清(4)が提出した発

展志向型海外直接投資の仮説とは合い入れない。

小島の述べる多国籍化のプロセスは競争劣化に

さらされている産業を起点に仮説構成がなされ

ている。この仮説は、比較劣位の直接投資政策

と比較優位にある産業の輸出政策という国益を

眼中に置きながらの並行したマクロ経済学の手

法を取り入れている。小島はこの比較優位と比

較劣位の並列的関係からこのような直接投資の

形態を貿易補完的直接投資と呼ぶ一方で、ダニ

ングの内部化理論を国民経済的厚生増大・発展

促進の視点が欠落していると批判している(5)。し

かし、小島の仮説では企業はなぜ多国籍化して

いくかの経営的側面に焦点を絞った因果関係は

看過されている。(6)

　第三に、内部化理論はレイモンド・バーノン

のように製品の陳腐化プロセスに焦点をあてた

プロダクト・サイクル・モデル(7)とも異なってい

る。プロダクト・サイクル・モデルは、競争優

位を品質競争から価格競争にシフトした際の標

準化製品の海外事業展開である。それゆえ、プ

ロダクト・サイクル・モデルでは海外進出の動

機は、進出国先の低賃金・低コスト・競争に耐

える低価格の実現が枢要となる。この理由で、内

部化理論がすべての業種をカバーする包括的一

般理論と言える一方で、プロダクト・サイクル・

モデルは製品寿命からどのように投資収益を生

み出して行くかといった製造業のみに当てはめ

た理論と言える。

　第四に、アリバーの理論(8)は、国際間の利子率

による裁定や為替変動によるリスク回避に焦点

を当てて企業の多国籍行動を分析する。日本企

業の多国籍化の潮流は固定相場制の瓦解

（1971）、プラザ合意（1985）以降の円高定着に

強い相関がある。しかし、日本企業のすべてが

円高や国際間の利子率の差による影響を受けて

多国籍化した訳ではない。ここには、競争優位

に裏付けられた内部化を行なうに足る企業が多

国籍化していった理由が大きく考えられる。

　上述された四つの多国籍企業に関する理論と

比較すれば、内部化理論は本社―海外事業の構

造連関分析とも言えるだろう。内部化理論が多

国籍化の行動分析において大きな説得性を有し

ている理由は、抽象的な経済的・産業組織論的

観点ではなく、企業の具体的意思決定的側面か

ら対象を把握していくアプローチにある。ちな
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みに、図１は多国籍企業理論における内部化理 論の位置付けを示すものである。

1.2 内部化理論の一般的概念枠組

　多国籍企業理論に対する内部化理論の功績は

イギリスのレディング大学（The University of

Reading）の研究者に帰されるものである(9)。彼

らはレディング派（Reading’s  School）と呼ばれ

る。その理論の主要な唱導者は、ダニング（John

H. Dunning）、ラグマン（Alan M. Rugman）、カッ

ソン（Mark Casson）、バックレイ（Peter J. Buckley）

である。

　ダニングは、折衷理論を提示し、多国籍企業

の行動は一つの要因ではカバー出来ないとして、

分析上の優位要因を（１）企業特殊優位（Owner-

ship-Specific Advantage）、（２）企業立地特殊要

因（Location Specific Variables）、（３）内部化特殊

要因(Internalization Incentive Advantage）(10)の三つ

の要因に大別した。これがダニングの主張する

国際生産の折衷パラダイムである。この折衷的

パラダイムは、ダニングによって、その頭文字

をとってＯＬＩモデルと名づけられた。ダニング

によれば、内部市場の成立は、特に、企業特別

優位に大きく依存するとしている(11)。

　ラグマンは多国籍企業の行動は市場の不完全

性の統御にあると主張した。「内部化は、多国籍

企業理論の一つである。なぜならば、内部化は

国際（国内と同様）生産を説明する理由を、そ

れ自体の中に内包しているからだ。企業は、外

国市場への供給によって、利益を得ようとする

とき、海外に生産立地しようとする。企業は、輸

出およびライセンシングが信頼できない、劣位

の、あるいはより出費がかさむ選択であろうと

き、対外直接投資を選ぶであろう。内部化は、企

業特殊的優位を世界的規模で維持するための一

つの手段である」(12)。

　バックレイとカッソンは、内部化の意思決定

要因として、（１）産業特殊的要因（Indus t ry -

Specific Factors）、（２）地域特殊的要因（Region-

Specific Factors）、（３）国家特殊的要因（Nation-

Specific Factors）、（４）企業特殊的要因（Firm-

Specific Factors)に分類している(13)。

1.3 グランドセオリーとしての内部化理論

　内部化理論はすべての多国籍行動を包含して

多
国
籍
企
業
の
行
動
理
論

図１　多国籍企業の理論構図

国内の独占的市場支配力からの海外適用

（キンドルバーガー・ハイマー）

本国─海外との間の効率的市場コントロールからの分析

（ラグマン・カッソン・ダニング・バックレイ

─レディング学派／ティース・ヘナート─取引コスト学派）

寡占状態・技術的競争優位おける製品ライフサイクルの海外適用

（バーノン）

輸出輸出補完・比較生産費からのマクロ経済学的接近

（小島）

為替リスク・国際間の金利裁定

（アリバー）
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しまうグランドセオリーにある。すなわち、内

部化理論が折衷理論と言われるように、企業の

多国籍化過程の因果関係が非常に包括的で曖昧

といわざるをえない。江夏健一が主張するよう

に「すべてを語っているがゆえに、何も語って

いない」(14)という批判は少なからず当たっている

ように思われる。換言すれば、仮に内部化理論

にそぐわない多国籍化の過程が観察された場合、

内部化理論はプロクテースルースの寝台(15)とし

て機能し、その事象を例外と見なすか、または

理論的に検証に耐えないものとして否定する可

能性もある。

　しかし、現在のところ内部化理論は直接投資

の一般理論であり、その牙城を崩すのは困難で

ある。小島清の内部化理論への反論(16)は、経済

学的見地からの反論であり、かつ内部化理論の

論者によって考究されてきた調査フィールドを

与件としている。現在まで、内部化理論を主張

する多くの論者は、多様な製造業やサービス産

業分野をケーススタディとして、その仮説を補

強する方向に動いてきたといっても過言ではな

い。ダニングは、製造業だけではなく、ＯＬＩモ

デルをサービス産業、さらには国家と企業の関

係にまで研究領域を拡大させ、その理論的妥当

性の深化をはかっている(17)。

1.4 再検討のための新しい潮流

　しかし、1990年代に入ってから内部化理論に

疑問を投げかけるような多国籍企業の行動が観

察されはじめている。すなわち、内部化を大き

く進めなくても国際的に競争優位を維持できる

という多国籍企業の行動である。これらの新し

い観察事象は、内部化理論を成立させた調査領

域における産業分野ではない。

　その分野は次世代の産業の牽引車と目される

コンピュータ・ソフト産業の分野である。この

産業の特徴は本社の強力な集権体制である。た

とえば、コンピュータ・ソフト産業の有力企業

ともいえるマイクロソフト、オラクルは、その

ソフトの開発拠点をアメリカ本国に限定し、海

外拠点は販社が中心であり、進出国でのソフト

開発も単なる現地の言語に適合した商品企画の

域をでていない。

　また、ソルューション・ビジネス産業の場合

も販社を中心に国際事業展開をしている。ソ

リュ－ション・ビジネスは、コンピュータによ

る経営情報分野における産業である。現在、ソ

リューション・ビジネスはＥＲＰ（エンタープ

ライズ・リソース・プラニング）やＳＣＭ（サプ

ライ・チェーン・マネジメント）の名称で経営

管理の効率化を図るソフト生産を行っている。

そのオリジナルソフト生産は本国ベースである。

すなわち、ソフトウェア産業における多国籍行

動を見る限り、グローバル・ベースでの戦略核

は、本国重視にますます傾斜して、内部化を無

理に押し進めていないのである。

　さらに、コンピュータ産業においても、生産

拠点をアメリカ本国に固執して成功を収めてき

た企業がある。それは、アメリカ起業家精神の

星ともいえるアップル・コンピュータである。

アップル・コンピュータは海外ＯＥＭによる互換

機生産を極端に嫌う企業でもある（1999年３月

現在）。同様に、ＡＴＭやモデム生産で世界屈指

の企業であるシスコや３ＣＯＭにしてもシリコン

バレー付近で生産され、国際展開は販社主体で

ある。また、半導体企業のガリバー、インテル

でさえ最先端ＭＰＵの開発・前工程生産は本国に

限定している。

　このように、コンピュータ・ソフト産業や他

のハイテク企業の多国籍行動に対する本国ベー

スでの管理集権体制や生産拠点の本国集中化は

内部化理論にとって大きな挑戦となるであろう。
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1.5 問題の争点

　1990年代におけるコンピュータ・ソフト産業

の多国籍化の行動を内部化理論に照らし合わせ

るならば、内部化理論が新しい産業の多国籍化

を説明しきれない理論的限界が露呈されてくる。

次の二点が大きな問題点である。

　第一点は、ダニングによる企業特殊優位にお

ける海外進出の展開形態である。ダニングは企

業特殊優位が働いた場合、直接投資、輸出、ラ

イセンシングの形態をとると主張している(18)。

しかし、ダニングは企業特殊優位から多国籍化

の過程を説明する際、この三つのいずれかの選

択の可能性しかのべていない。企業特殊優位、内

部化特殊優位、立地特殊優位のすべての要因が

企業の多国籍化に影響を与えるとしても、それ

は、どのような業界であり、どのような海外事

業展開になるかは答えてくれてはいない。特に、

直接投資において、コンピュータ・ソフト企業

は、海外子会社による生産を行なわず、海外子

会社による販売を戦略の要諦に据えるのかと

いった理由説明がなされていない。要するに、企

業特殊優位が働いたとしても、企業の意思決定

が直接投資、輸出、ライセンシングのいずれか

の選択に向かうかについて因果関係を明晰化さ

れねばならない。こうしてみれば、ダニングの

企業特殊優位の概念は非常に荒削りであること

が理解されよう。ダニングによる企業特殊優位

からみた多国籍化の行動過程は、さらなる精緻

化と実証化の作業が必要である。

　第二点は、ラグマンによる多国籍化過程の仮

説である(19)。ラグマンは、アハロニー(20)やパー

ルミュター(21)が主張してきた多国籍発展段階論

（図２参照）を批判した。アハロニーやパール

ミュターによると、企業は次のような過程を経

て多国籍化していく。それは（１）ライセンシン

グ、（２）輸出、（３）進出国での販社設立、（４）

進出国での梱包、（５）合弁の設立、（６）完全海

外生産という発展過程である。ラグマンによれ

ば、この多国籍化の進化的プロセスは、企業に

とって外国での事業展開がリスキーであるとい

う単なる理由づけであり、本国での意思決定の

延長にすぎないと批判した。特に、ライセンシ

ングは海外市場でのサービスに他ならないとす

るアハロニーやパールムターの主張は、修正さ

れなければならないとした。そして、ラグマン

は、ハーシュ・モデルを援用しながら、企業の

多国籍化の行動過程が（１）輸出、（２）直接投

資、（３）ライセンシングとなると仮説づけたの

である(22)。しかし、ラグマンのこの一般的図式

は、あらゆる産業に適用された経験的実証性を

図２　グローバル化への一般的発展図式

グローバルネットワーク�
�

＞統合＜�
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代理店輸出（商社）�

自社輸出�

Ｊ.Ｖ.

100％現地子会社�

Ｊ.Ｖ.

100％現地子会社�
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※ 海外子会社間の生産・ロジスティクス・�
     販売のグローバル最適化を目標�
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有しているとも思われない。その理由は、ラグ

マンが行った仮説構築を行なった時期が伝統的

産業からの類推（アナロジー）であり、コン

ピュータ・ソフト産業は当時まだ黎明期にあっ

たからである。ここにラグマン・モデルの限界

が露呈されている。

1.6 一つの仮説構築

　コンピュータ・ソフト産業を通じてダニング

およびラグマンの仮説に再検討をせまる仮説が

構築できる。それは、コンピュータ・ソフト産

業が本社集権体制からなり、競争優位の源泉は

産業集積がなされた地域でのハイテク路線にあ

ることだ。そのために、海外戦略は輸出をベー

スに本国から海外へ生産拠点を移転しない企業

構造が生み出されて行く。換言すれば、取引コ

ストや生産の海外立地問題は、本国の市場環境

で解決できるために、直接投資における内部化

が進まない傾向が出てくると考えられる。従来

の内部化理論に対する仮説は次のように要約さ

れる。

仮説：企業特殊優位は産業がコンピュータ・ソ

フトの場合、直接投資の形が海外生産で

はなく販社ベースの傾向になる。従って、

直接投資は輸出主体となりラグマンの仮

説は否定される傾向にある。

　この仮説にのっとれば、第一に、ダニングが

主張するように企業特殊優位は直接投資、輸出、

ライセンシングといった明確な分別に仕切られ

るのではなく、輸出と直接投資の中間項といっ

た販社が仮定されてもいいわけである。第二に、

それゆえコンピュータ・ソフト産業にとって、安

価な労働コストを求めての工場移転や各国の生

産工程の最適配分を求めてのグローバル化は、

その戦略面からほとんど意味をなさない。コン

ピュータ・ソフト企業の製品はすべて本国でラ

イン化され、海外は販社ベースという国際事業

展開の構図である。これは、ラグマンの主張と

は違って、内部化過程がそれほど進まない多国

籍企業の戦略行動でもある。

　こうしてみると、日本企業における内部化理

論の適用(23)は、1960年代から1980年代にみられ

た重厚長大企業の国際化の軌跡という説明も成

り立ってくる。特に、この内部化理論は安価な

労働力と地代を求めて生産の移転を行って行っ

た日本企業の東南アジア進出パターンにきわめ

て適合していたという仮定も成り立ってくる。

換言すれば、内部化理論の日本型多国籍企業へ

の適用は、日本という先進工業国と発展途上国

との間の製造業を主体とする地域的限定（雁行

形態）が働いていることを見逃すべきではなか

ろう。　

　この意味で、独占的な競争優位を享受するコ

ンピュータ・ソフト産業から多国籍企業動態を

分析していくことは、新しい視角から多国籍企

業における内部化理論の再検討を押し進めてい

く契機となりえる。

1.7 ケーススタディとしての日本のテレビ・
ゲーム業界

　多国籍企業における内部化理論への再検討お

よび批判的探求のために、日本のテレビ・ゲー

ム業界は格好のケース・スタディを与えてくれ

ている。

　第一に、テレビ・ゲーム産業がアメリカでの

ソフトウェア産業と同じハイテク産業であるこ

とを指摘することが出来る。テレビゲーム産業

は、半導体産業およびコンピュータ・ソフト産

業の発展と軌が一つであると言ってもよい。そ

の最大の戦略武器は、現代ハイテク企業の技術

的中核ともいえるＭＰＵとコンピュータ・グラ

フィクス（三次元ＣＧ）の技術成果に密接に関連
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がある。ソフトウェア産業はアメリカ企業の独

壇場といってよいが、テレビゲーム産業だけは、

日本企業が絶対的な競争優位に立っている。　

　第二に、日本のゲーム産業は、国際的に独占

的な位置にある一方で、その産業の歴史は浅く、

企業も規模が大きくないために、研究調査のア

クセスが比較的容易なことである。研究対象の

企業は任天堂を除いて、ほとんどが東京付近に

集中している。

　第三に、1980年代初頭に日本において台頭し

たテレビゲーム産業が、1990年代後半において

任天堂、ソニー、セガ・エンタープライゼスに

絞り込まれ、同時にこの三社によって、テレビ

ゲーム業界の国際的寡占化が進んでいる事実で

ある。このテレビゲーム産業の動態は、産業自

体の裾野が広くないために、研究対象が絞り込

みやすい利点を有している。

　第四に、これら三社のマーケット･シェアが数

年単位で大きく変動する事実から、その競争力

の源泉を比較的容易に見出せる可能性が高いこ

とである。

1.8 分析概念からの検証

　ダニングによる企業特殊優位とラグマンによ

る多国籍化の行動過程をより説得的に再検討す

るためには、検証領域を内部化理論の分析概念

に適合させねばならない。内部化理論の再検討

のために媒介項をテレビゲーム産業として内部

化理論の内側に潜りこむわけである。レディン

グ派によって使用されている内部化理論のため

の分析概念は、以下に示したように11項目から

なる。

　検証においては、（１）の不完全市場はテレビ

ゲーム産業が内部化理論に適合するかの前提条

件になる。特に、（２）の企業特殊優位は拙論で

提示された仮説支持のための最重要項目となる。

そして、この仮説検証が支持されれば、ダニン

グとラグマンの理論を乗り越える契機が存在し

ている。この関連で言えば、（３）内部化特殊優

位、（４）立地特殊優位、（５）中間財市場、（６）

取引コスト、（７）産業特殊要因、（８）国家特殊

要因、（９）地域特殊要因、（10）垂直的統合、

（11）の水平的統合の９項目は仮説支持のために

は否定的なファクト・ファィンディングが必要

となるであろう。

1.8 (1) 不完全市場(Imperfect Market)

　不完全市場とは市場が複数の企業によって寡

占化されて、競争状態が顕現化されている市場

である。不完全市場ではプライス・メーカーと

呼ばれる市場価格に影響力を持つ経済主体が存

在する。企業は価格決定に一定の影響力を行使

したいがために、市場の不完全性は内部化理論

成立のための前提となる。この仮説はハイマー

によって支持されている。

1.8 (2) 企業特殊優位(Ownership Specif ic
Advantage)

　企業特殊優位とは、内部市場を組織し、管理

する能力を反映する企業内部の諸要因である。

具体的には、知的財産権、企業文化、プロダク

ト・イノベーション、組織およびマーケティン

グ・システム、革新能力、人的資産、ファイナ

ンス、ノウハウ等である。この仮説はダニング

によって支持されている。

1.8 (3) 内部化特殊優位（Internalization Specific
Advantage）

　内部化をすすめることで、国内生産の限界費

用を上回る効率性が生じ、多国籍的に張巡らさ

れた工程がより容易に統制可能な優位である。

それらには、交渉コストの削減、交渉破棄や訴

訟の回避、将来の市場開拓、移転価格による節

税、政府による介入の緩衝等が含まれる。レディ
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ング派によって主張されているが、特に、ラグ

マンやカッソン(24)によって代表される仮説提示

である。

1.8 (4) 立地特殊優位(Loca t i on  Spec i f i c
Advantage)

　企業自体が海外に生産を移転する場合、生産

性が向上していくかどうかという優位である。

ミクロ経済学の一分野である経済立地論とも関

連がある。企業は海外進出にあたって次のよう

な立地決定要素を考慮に入れざるをえない。す

なわち、受入国における自然および加工資源、価

格、労働力、半製品、海外輸送および通信コス

ト、輸入制限、インフラストラクチャー、政治

社会文化的差異（イデオロギー、言語）、研究開

発やマーケティングの集中化の程度、政府の経

済政策、資源分散等の要素である。主として、ダ

ニングによって強調される仮説提示である。

1.8 (5) 中間財市場(Intermediate Market)

　最終消費者に売られる以前における多段階生

産工程中（サービスを含む）の中間財を指す。企

業にとって、中間財市場を内部化していくこと

が多国籍化の道でもある。レディング派におい

ては、この中間財市場の国内を超えた内部化が

進展していくことで直接投資が生じるというこ

とは見解が一致している。

1.8 (6) 取引コスト(Transaction Cost)

　コース（R. H. Coase）(25)は、市場システムの利用

には取引コストがかかることを明確にした。そ

のために企業内部の取引の方が市場価格にまか

せるよりもコストが逓減し、生産の効率化に寄

与するとした。コースは国内企業にのみ内部化

説を適用したが、ハイマー（S. H. Hymer）(26)はコー

スの理論を国際事業展開に適用した。この内部

取引の理論は、ウィリアムソン（O. Williamson）(27)

によって精緻化されている。ウィリアムソンに

よれば、企業組織内の動態的、技術的変化が内

部取引を推し進めて行く。さらにウィリアムソ

ンの理論はティ－ス（D. J. Teece）(28)やヘナート

（J. F. Hennart）(29)によって多国籍企業の本社 ― 子

会社間の組織構造や意思決定から分析が加えら

れた。

1.8 (7) 産業特殊要因(Indust r ia l  Spec i f ic
Advantage)

　製品の性質と外部市場の構造に関連する諸要

因である。バックレイとカッソンによってなさ

れた仮説提示である。これは海外進出の動機が

経済インフラの確立や産業集積によって説明で

きる観点である。企業の生産活動のライフライ

ンでもある道路、水、電力、港湾・空港の他、ハ

イテク化・複雑化する生産能力・工程に耐える

比較優位が受け入れ国の経済環境内に存在する

かという問題でもある。

1.8 (8) 国家特殊要因(Na t i o na l  Spec i f i c
Advantage)

　関係国の政治的・財政的・経済政策的関係に

関する諸要因である。この要因は前述したよう

に、バックレイとカッソンによる仮説提示であ

る。しかし、この仮説は、企業がどの国で事業

展開をするかの決定要因であるために、ダニン

グの言う立地特殊優位（Loca t i o n  S p e c i f i c

Advantage）と重なり合う分析概念である。

1.8 (9) 地域特殊要因(Reg iona l  Spec i f i c
Advantage)

　市場に結びついた進出地域の地理的、社会的性

格に関する諸要因である。この要因の仮説提示も、

前述したようにバックレイとカッソンであるが、

ダニングの言う立地特殊優位（Location Specific

Advantage）と重なり合う分析概念とみてよい。
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1.8 (10)  垂直統合(Vertical Integration)

　独占企業の行動形態であり、生産において、

アッパーストリームとダウンストリームをコン

トロールするために中間財取引を内部化する統

合である。特に多国籍企業との関連では、アッ

パーストリームとダウンストリームの生産がお

のおの違った国々で行われている時に、垂直的

統合は、中間財生産において企業内貿易の形を

とるのである(30)。

1.8 (11)  水平統合(Horizontal Integration)

　国境を越えた生産工程の同時段階において、

本社― 子会社間で収斂された企業活動の統合形

態である。水平的統合が進んだ段階においては、

本社― 子会社間で生産技術、マーケティング、財

務、人事などの経営資源を共有している。特に、

水平統合は情報化によって促進される。企業内

貿易において情報共有という範囲の経済性は、

企業成長への主要なダイナミズムを与えている(31)。

1.9 研究の対象範囲

　多国籍企業における内部化理論の再検討のた

めには、テレビゲーム産業自体の構造分析や国

内企業の事業展開や組織構造の分析は必須であ

る。拙論では、多くの部分を本社の事業活動分

析に焦点にあてているが、これは多国籍企業に

対する動態研究からの逸脱ではない。

　それゆえ、本国ベースでの事業展開の十分な

分析が行われて初めて、テレビゲーム産業にお

ける海外戦略基盤が理解可能となる。拙論の冒

頭から海外事業の分析をはじめてしまうことは、

結果として多国籍化の現象面しか把握できない

ことに陥る。簡約すれば、多国籍企業が属する

産業および市場の性格を探求して初めて、内部

化理論への批判的探求は可能になる。

Ⅱ　ゲーム産業における内部化理論の試み

2.1 日本のテレビゲーム産業

2.1 (1) 家庭用テレビゲームの定義

　テレビゲーム産業とは家庭用テレビゲーム機

とゲームソフトを生産している産業を指す。家

庭用テレビゲームとは、テレビで電源プラグが

備えられたハード機本体にゲームソフトがイン

プットされているＲＯＭカセットやＣＤ－ＲＯ

Ｍを入れて、スクリーン上に現れるキャラク

ターをハード機本体に繋がれたコントローラで

移動させながら家庭で遊ぶゲームである。その

ために、ゲームセンターに設置されたゲーム機

器のようにお金を払って遊ぶゲームではない。

これらのゲームはアーケード用ゲームと言われ

家庭用ゲーム機器とは区別される。また、任天

堂のゲームボーイに代表されるような単体の

ゲーム機でもない。ゲームボーイは文庫本ぐら

いの大きさで、ポータブルという利便性はある

が、テレビというモニターを使用しない点では

家庭用テレビゲームとはいえない。さらに、コ

ンピュータでＣＤ－ＲＯＭを利用して楽しむ

ゲームも家庭用ゲームの範疇には入らない。コ

ンピュータのスクリーン上でゲームを楽しむこ

とはできるが、独自のコントローラを購入しな

ければならない。このコンピュータ用のコント

ローラ生産・販売は、テレビゲーム業界の企業

には関連のない企業によって行われている。ま

た、コンピュータを使用したゲームは、家庭用

テレビゲームのように座ったり、寝そべったり

してみんなでゲームを楽しんだりすることが難

しく、子供には人気がない。

2.1 (2) 歴史

　テレビゲームの出現は、1970年代後半、アメ

リカのマグナボックス社が開発・販売した「オ

デッセイ」から始まる。このゲーム機はアーケー
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16�
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8�

8�
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8�

8�
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59,800�

59,800�

59,800�

59,800�

49,800�
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29,800�
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（注）資料作成は山名一郎「キング・オブ・ゲームの未来戦」日本実業出版社1994年を参考とした。�
　　　＊印は現在資料が存在せず価格については不明。�

表１　1980年代前期におけるハード機

ド用ゲーム機であった。その後、1980年代に入っ

てアタリ社が家庭用テレビゲームの開発に乗り

出し、「アタリ2600」はアメリカ全家庭の約30％

を占めると言われた。

　日本での本格的テレビゲームの出現は、1983

年に任天堂が売り出したファミリーコンピュー

タ（通称ファミコン）である。８ビットの本格

的テレビゲーム専用機であった。テレビ本体、コ

ントローラ、ソフトカートリッジ（ＲＯＭカセッ

ト）が分離し、現在のゲームの仕様と同じにな

る。1981年から1983年のわずか３年の間に11社

がテレビゲーム市場になだれ込んだ。しかし、任

天堂のファミコンを残し、すべてのゲーム機は

５年後には市場から駆逐されていた（表１参照）。

　1987年にＮＥＣの関連会社、ＮＥＣホームエ

レクトロニクスがＰＣエンジンを発売、ファミ

コンに独占されているテレビゲーム市場に参入

する。この後、立てつづけにセガ・エンタープ

ライゼス（メガドライブ）、松下電器（３ＤＯリ

アル）、パイオニア（レーザーアクテイブ）、バ

ンダイ（ピピン）等、市場は再び混戦模様となっ

ていった。しかし、数年で数多くのメーカーが

市場から撤退を余儀なくされ、1999年現在、大

手ハード機メーカーは任天堂、ソニー・コン

ピュータ・エンタティンメント、セガ・エンター

プライゼスの３社に絞られている（表２参照）。

2.1 (3) ゲーム・ソフト産業

　テレビゲーム産業はハード機が競争力の必要

条件とするならば、ビデオソフトは競争力の十

分条件となる。ちなみに、ビデオソフト企業は

サードパーティと呼ばれている。ハード機は優

良なビデオソフトによって売上が伸びていくこ

とは、アタリショックという劣悪なビデオ量産

でアメリカのテレビゲーム業界の崩壊によって

も実証されている。換言すれば、ハード機はゲー

ムソフトの売上に支えられ、想定された売上に

乗りきれない時は、規模の経済性が働かないた
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表２　1980年代後期におけるハード機

表３　大手サードパーティ企業
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48,800�

49,800�
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54,800�

44,800�

49,800�

（＊＊オープン価格）�

39,800�

64,800�

25,000�

29,800�

�

発売年月� 製　品� 会 社 名� ビット数� 価格（円）�

（注）資料作成は各企業へのヒアリングの他に矢田真理「ゲーム立国の未来像」日経ＢＰ社を参考とした。�
　　　＊印の価格は発売当時のものである。＊＊印の「Ｖ.サターン」は発売当初からオープン価格であった。�
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�
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�
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�

�
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�

�
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ＳＮＫ�

ジャレコ�

218億�

182億1000万�
�
130億�

144億�

120億2028万�
�

99億3203万�
�
85億�

68億�

64億�

44億�
�
34億�

38億�

30億254万�

1561/2882�

470/580�
�

475/-�

441/487�

720/896�

�
1078/1457�

�113/162�

118/-�

700/-�

414/689
�

�
126/131�

362/-�

126/131
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�

�
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�

�
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�1978�
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1953�
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�

�
1967�

1978�

1971

ドラゴンボール�

ストリートファイター　�
バイオハザード�

ダービースタリオン�

ＤＸ人生ゲーム�

ときめきメモリアル　�
がんばれゴエモン�

ゼビウス　�
鉄拳�

信長の野望�

ドラゴンクエスト�

電車でＧＯ�

ファイナルファンタジー　�
サガフロンティア�

モンスターファーム�

月華の剣士�

アイドル雀士スーチーパイ�

東京�

大阪
�

�
東京�

東京�

大阪
�

�

東京
�

�
横浜�

東京�

東京�

東京
�

�
東京�

大阪�

東京�

会社名� 資本金（円）� 売上高（億円）�（単独/連結）�設立（年）�本社� 代表的ゲームソフト作品�

（注）ここでの売上高については、1998年度３月期決算時の（単独/連結）を示している。�
　　　資料として、各企業へのヒアリング、会社四季報、有価証券報告書を参照した。�
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�
�
�
�
�

　　開発計画書�
�
　　全体予算・スタッフ選定�
�
　　企画仕様書�
�
　　ソフト制作�

　　合成�
�
　　テスト・プレー　修正�
�
　　マスター完成�
�
　　生産（フォーマット・フォルダー）�
�
　　販売�

プログラミング� 素材�
（映像・音楽）�

シナリオ�
制作�

キャラクター�
デザイン�

ＣＧ制作�

４Ａ� ４Ｂ� ４Ｃ� ４Ｄ� ４Ｅ�

各部署の担当の構成�

プロデューサー�
ディレクター�
プランナー�
プログラマー�
素材（映像・音楽）�
３Ｄグラフィックデザイナー�
シナリオライター�
特許・法律�
販売マン�

（注）　各ソフトメーカーのヒアリングを基に作成�

めに市場から駆逐される運命にあるといえよう。

　ゲームソフトの制作は、ハード機メーカー（任

天堂、セガ・エンタープライゼス、ソニー・コ

ンピュータ・エンタティンメント）とゲームソ

フト・メーカー（スクエア・エニックス等）、さ

らにナムコ、コナミ等の業務ソフトメーカーの

三つに大別される（表３参照）。

　ゲームソフト制作はシステマティックな流れ

の中で行われている。一つのタイトルゲーム制

作の人員構成はゲーム制作の規模によって異な

るが約30人程度である。プロデユーサー、ディ

レクター、ゲームデザイナー、シナリオライ

ター、グラフィックデザイナー、プログラマー、

ミュージックコンポーザー、サウンドプログロ

マーが頻繁なミーティングを介してアイデア、

仕様、音楽、デザインを同時進行的なプロセス

で決めていく（図３参照）。

　それゆえ、日本で販売されるテレビソフト

ゲームは、日本国内で開発・商品化、生産され

ることになる。日本に輸入され市場に出回って

いるテレビゲームソフトはほとんど存在しない。

　なお、100万本を越すようなゲームソフトの場

合、ハード機の売上にも結果として貢献してい

く。このようなゲームソフトをキラーソフトと

呼ぶ（表４参照）。また、ゲームソフトが持つ文

化的制約性についても注目すべきである。エ

ニックス社の『ドラゴンクエスト』が1950万本

売れたのにもかかわらず、アニメに付随する文

化的バリアから海外に輸出されないケースがあ

る。また、コナミの『ときめきメモリアル』も

国内で150万本出荷している。しかし、このゲー

ムソフトもテーマ設定と主人公が日本の高等学

校と女子高生という文化的制約に阻まれて海外

では販売されていない。

　

2.1 (4) 市場規模

　家庭用テレビゲーム機器の出荷額は、1997年

現在、１兆48億円である（図４参照）。内訳は、

ハードウェアが5103億円、ソフトウェアが5373

億円である。さらにハード機の国内出荷額と海

外出荷額の内訳はそれぞれ1416億円、3686億円

となる。ソフトウェアの出荷額の国内・海外の

出荷額の内訳は、それぞれ3898億円、1478億円

となる（図５～６参照）。こうしてみると、ハー

ド機の出荷比率は、国内の方が低く、ゲームソ

フトの出荷比率は国内の方が高いことが観察さ

れる。現在、ゲーム産業全体の市場規模は日本
図３　ソフト制作の一般モデル
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各ソフトメーカーへのヒアリングより作成。この他、テレビソフトで100万本を突破したミリオンセラー
として、『鉄拳』（ナムコ）285万本『サガフロンティア』（スクウェア）160万本、『ときめきメモリ
アル』（コナミ）150万本、『モンスターファーム』（テクモ）135万本、『Ｄの食卓』（ワープ）100万
本等がある。なお、ここで示された出荷本数については、パーソナル・コンピュータ用やゲーム・ボー
イ等のソフトはカウントされていない。�

（注）�

表４　出荷本数が500万本を超えるテレビゲーム・ソフトシリーズ（199年４月）

図４　家庭用テレビゲーム機器　総出荷金額規模
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図５　ハードウェアの国内外出荷額 図６　ソフトウェアの国内外出荷額

テレビゲーム産業はかなり小さな市場規模とい

える。

2.2 海外事業展開

2.2 (1) 任天堂(32)

　任天堂は 1980年５月にアメリカへ進出した。

最初の事業は任天堂のゲーム機やアーケード用

のテレビゲーム機の販売であった。進出当初、任

国全体で 7581億円である（図７参照）。内訳は

ハードウェアが5832億円、ソフトウェアが1749

億円である。

　なお、テレビゲームの市場規模を他の企業と

比較してみると、トヨタ自動車が７兆7694億円

（1998年度単独）、ソニーが２兆4064億円である。

それゆえ、テレビゲーム産業自体が大企業１社

の売上高にカバーされてしまうわけであるから、

図７　家庭用テレビゲーム機器　国内市場規模
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天堂アメリカはアーケード用ゲームの海賊版が

出まわり、ソフト著作権をめぐって攻撃と防御

を繰り返した。

　1985年に日本の本社でアメリカ仕様にされた

ファミコンをアメリカに輸出販売し始めた。任

天堂アメリカの戦略はほとんどマーケティング

に費やされる。第一に、全米の小売店で対話型

ディスプレーの設置、（２）トイザラス、メー

シー、ドン・キングスボロという大型小売店と

の積極的販売提携、（３）任天堂ファンクラブの

ためのゲーム誌発行、（４）電話によるゲーム攻

略コンサルティング・サービス、（５）ディー

ラー・ローダーというキャラクター作戦、（６）

アメリカ任天堂主宰のテレビゲーム・コンペ

ティション、（７）テレビ番組のスポンサー、（８）

ＰＯＳシステムの導入による販路の簡素化等であ

る。

　任天堂のハード機もビデオソフトも日本で生

産され、アメリカのシアトルへ空輸される。ゲー

ムソフトの場合、任天堂本社がシアトルに試作

品を送り、そこで英語に翻訳し、人種差別用語

のチェックがなされ、ゲーム自体の評価が決ま

る。さらに、このゲームソフトの評価は任天堂

の会社関係者だけではなく、モニターとして選

ばれたアメリカの子供たちによっても厳しく

チェックされる。アメリカのサードパーティも

アメリカ任天堂によって厳しい評価を受けた後

でマーケットにだされていく。

2.2 (2) セガ・エンタープライゼス(33)

　セガ・エンタープライゼスは、1986年に100％

子会社であるセガ・オブ・アメリカを販社とし

て設立した。アメリカ進出当初、業績は芳しく

なかった。1989年にセガ・エンタープライゼス

は、16ビットマシーン、ジェネシス（日本名メ

ガドライブ）をアメリカ市場に輸出販売を始めた。

　アメリカでのセガ・エンタープライゼスの初

期のゲームソフトは、アーケード用から移転し

たゲームと躍動感のあるスポーツゲームが主流

であった。1990年には、日本市場では任天堂の

スーパーファミコンが市場を席巻する一方で、

アメリカ市場では、セガ・エンタープライゼス

のジェネシスが善戦した。セガ・オブ・アメリ

カは優良ソフトを市場に送り出すと同時に、価

格引き下げ、比較広告を使用して優位にたった。

この後、36ビット機のセガサターンの新機種に

なっても任天堂、ソニー・コンピュータ・エン

タティンメントに対して値引き作戦を続行して

いく。

　ゲーム業界にとって画期的だったことは、セ

ガ・エンタープライゼスが国内外の市場を問わ

ず、家庭用テレビゲーム（セガサターン）の生

産を100％東南アジア（タイ・インドネシア・マ

レーシア）と中国・台湾に移管したことである。

これは、プレイステーションの値下げ競争で、少

しでもコストを下げたい誘引が働いた結果で

あった。また、部品調達も現地化を加速させて

グローバルなロジスティクス体制を狙った。

　しかし、セガ・オブ・アメリカは乱売合戦が

たたり、販売促進費の上昇とマージンの減少の

両方に悩まされるようになる。このため、ヨー

ロッパやアメリカでセガ・サターンの販売打ち

きりが決まり、海外生産も中止となった。次世

代機のドリームキャストは国内生産に戻っている。

2.2 (3) ソニー・コンピュータ・エンタティンメント(34)

　ソニー・コンピュータ・エンタティンメント

のアメリカ進出は、1994年５月である。サンフ

ランシスコで事業展開していたソニー・インタ

ラクティブ・エンタティンメントの一部門とし

て設立された。これは、日本でプレイステーショ

ンが発売される約６ヶ月以上も前のことであり、

企業の多国籍行動としては注目すべきことである。

　アメリカでのプレイステーションの発売は事



－74－

多国籍企業における内部化理論の再検討

業部設立から１年後の1995年５月であり、その

約２年後の 1997年１月、日本のソニー・コン

ピュータ・エンタティンメントの100％子会社と

して、ソニー・コンピュータ・エンタティンメ

ント・アメリカが設立された。既に、この時期

までにアメリカでは約 360万台のプレイステー

ションが販売されていた。

　ハード機はすべて日本から輸出され、アメリ

カでは生産されていない。輸出はすべて航空便

で行われる。その理由はみこみ生産を避けるた

めである。日本でのハード機の値下げが行われ

るやいなや、アメリカでもその値下げ金額に相

当した値下げを行う。この値下げ時期は、ほと

んど同時期である。そうしないと、日本・アメ

リカ間の価格差を利ざやとして、業者によって

並行輸入が行われる可能性があるからだ。現在

までに（1999年３月）、アメリカでは 2062万台

のプレイステーションが発売された。

　アメリカ市場向けのソフトの量産は、アメリ

カのソニーの子会社が行っている。日本製のソ

フト量産もこの子会社で行われる。しかし、マ

スター版については、日本でアメリカ版ソフト

はアメリカの顧客向けに翻訳・仕様化され、完

全なアメリカバージョンになっている。このマ

スター版のみを日本本社の担当者がアメリカに

運び大量生産されるわけである。現在までに

（1999年３月）、アメリカで生産されたソフトは

１億4600万本であり、タイトル数は2006、サー

ドパーティの数は 263社である。

2.3 ゲーム産業に対する内部化理論の適用

2.3 (1) 不完全市場（Imperfect Market）

　テレビゲーム産業は不完全市場である。テレ

ビゲーム産業は、ゲーム機メーカーである三大

テレビゲーム企業によって寡占状態にある。し

かし、そこでの競争は熾烈である。巨大企業の

松下電器や玩具の大手であるバンダイまでもが

ゲーム市場に参入できなかったことが競争の厳

しさを物語っている。また、それに次ぐゲーム

企業は、資本力、人的資源、技術開発の面で三

大企業を凌ぐ戦略は持てない。

　ソフト制作企業もハード機メーカーのサード

パーティにならなければ、市場に参入できない。

サードパーティとしても多くの裁判での係争か

ら判断されるように、ゲームソフトの中古市場

を認めていない。このようにテレビゲーム市場

はきわめて参入が難しい寡占状態にあることを

物語っている。

2.3 (2) 企業特殊優位性(Ownership Specific
Advantage)

　テレビゲーム産業の海外展開は企業特殊優位

に関係する。三大ハード機メーカーが、それぞ

れの優位性を生かして市場競争を行っている。

日本で演じられる個々の企業の優位性は、海外

でもほとんど変化がない。すなわち、国内の企

業間競争がそのまま海外での企業間競争となっ

ている。

　任天堂は、100年にわたる玩具作りの伝統があ

る。セガ・エンタープライゼスは、アーケード

用ゲーム機のノウハウを家庭用ゲームの開発・

販売に適用している。ソニー・コンピュータ・エ

ンタティンメントは、ソニー・グループ全体の

組織開発力で市場席巻に成功した。また、ハー

ド機生産の伸びは、国内のソフト・メーカーの

ヒット・ソフトによって競争力を支えられるこ

とになる。

　こうしてみると、テレビゲーム産業における

企業特殊優位とは、最低レベルで、ハード機が

国内市場で存続できるかにかかっている。ハー

ド機が市場で存続できない場合には、輸出はさ

れえないし、直接投資の足がかりを作り上げる

ことも不可能である。

　テレビゲーム産業の場合、多国籍化は、ハー
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ド機メーカーに特殊的に内在する競争力（コア・

コンピタンス）と大きな関連性があることも理

解できる。第一に、ゲーム産業に従事する企業

は、中央集権的である。ゲーム産業は国内の縦

横に張巡らされた開発・生産ネットワークが競

争の源泉であるといっても過言ではない。第二

に、ハード機は国内市場で生き残らねばならな

いことが国際事業化の大前提である。松下電器

という大資本をバックにした高性能ハード機で

あった３ＤＯリアルや大手玩具メーカーである

バンダイとアップル・コンピュータの提携のも

と生産されたピピンアットマークも市場に生き

残れなかった。ハード機がグローバル市場で一

巡するのは約２～３年である。数年後にはライ

バル企業の次世代機に脅かされることになる。

この短い製品サイクルでは、ハード機の海外生

産の移転は非常に困難である。ここに、生産工

程の海外移転が可能な耐久型商品の製造業種と

の大きな違いがある。第三に、技術的アライア

ンスは、日本の技術では優位が保てないと思わ

れる最新のＭＰＵや最先端のＣＧ技術の場合、

アメリカやヨーロッパのハイテク企業との間で

行われる。しかし、そのアライアンスは、開発

した製造機種に関わるものであり、一時的なも

のである。

　結論づければ、ゲーム産業のビジネス・モデ

ルの本質は、本社の開発体制の充実と生産体制

の集中化にあるわけで、間接輸出から現地生産

に至るプロセスが、競争力の進化ではないわけ

である。

2.3 (3) 内部化特殊優位(Internalization Specific
Advantage)

　テレビゲーム産業に従事する企業は企業特殊

優位をもっているが、海外生産を行なうことで

投資収益を上げて行くという内部化理論の仮設

は支持できなかった。テレビゲーム産業におい

ては、本国ベースの経営資源を海外に平行に移

転させて収益を得る内部化特殊優位は働いてい

ない。テレビゲーム産業は国内で投下資本を回

収しているのに関わらず、企業特殊優位からく

る戦略行動のために、その収益を海外生産には

移転させないでいる。内部化が進まないという

事実は、本社が経営資源を独占化する一方で海

外販社が現地志向型マーケティング機能だけに

特化し、本社の意志決定に大きく依存するとい

う集権的組織体制に表れている

2.3 (4) 立地特殊優位性(Location Specif ic
Advantage)

　テレビゲーム産業においては、立地特殊優位

はハード機生産に関しては国内にあり、海外に

はないとみてよい。テレビゲーム産業では生産

に関して立地特殊優位は働かない。ハード機器

における部品のＯＥＭが行われるとしても、そ

の大部分は国内関連企業である。テレビゲーム

産業にも製品のブーメラン効果を狙ったバーノ

ン・モデルを理論的には適用できるかも知れな

い。しかし、実際的には、ゲームというきわめ

て限られたタイムスパンでの一過性人気商品の

性格を拭い切れず、効果的競争戦略が働くかど

うかきわめて難しい。セガ・エンタープライゼ

スは価格コストの低減を求めて海外生産展開を

行ったが、ソニー・コンピュータ・エンタティ

ンメントとの販売競争に敗れた。

　この意味で、生産に関してみれば、立地特殊

優位より国際間の技術的アライアンスで十分で

ある。すなわち、技術的グローバル・アライア

ンスは、国内における競争力の源泉となるハー

ド機器の一部に限定される（図８～ 10参照）。

ゲーム産業の産業集積は主として日本国内で行

われているとみてよい。これは、シリコンバレー

での同じ地域にある凝縮されたハイテク産業群

と同じである。
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図８　プレイステーションに関わる国内外テクノロジカル・アライアンス

図９　N64に関わる国内外テクノロジカル・アライアンス

シリコン・グラフィックス（米）�

ＬＳＩロジック（米）�

ソニーミュージック�
エンタティンメント�

フィリプス�

ＲＩＳＣキップ�
製造ライセンス�

32ドットＣＰＵ�

ＣＤ-ＲＯＭ�

生産�

出
資� 20％�

（オランダ）�

ＣＤ開発�

ソニー出資�
80％�

80％�

（1998.12.現在）�（注）　ソニー・コンピュータ・エンタティンメントへの�
　　　　ヒアリングにより作成�

ソニー・コンピュータ・�
エンタティンメント�

エイリアス・リサーチ（英）�

アルゴナート（英）�

任　　天　　堂�

フィリップス（オランダ）�

東
芝� レア（米）�

（注）任天堂からのヒアリングにより作成�

ＤＳＰチップ�

共同開発�

64ビット�

ＣＰＵ�

（1998.12.現在）�



－77－

経営・情報研究No. 4（2000）

図10　ドリームキャストに関わる国内外テクノロジカル・アライアンス
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　立地特殊優位の場合には、ゲームソフトの人

気をいかに潜在的購買者に煽っていくかのマー

ケティング手法がもっとも重要な競争力の源泉

になる。このために、海外事業展開は販社中心

の組織となる。ソフト制作の場合、サードパー

ティは、日本から進出したソフト制作企業と進

出国のソフト制作企業という混合である。しか

し、ハード機メーカーとサードパーティにおけ

るビジネスの方法は日本国内と変わらないビジ

ネス・モデルである。この点においては、アメ

リカにおけるマイクロソフトやオラクルのよう

な大手コンピュータソフトメーカーのように、

ソフトコンピュータ産業におけるハード企業に

対するソフト企業の優位は起こっていない。

　結論としては、ゲーム産業のハード機メー

カーは、海外にゲーム機器の製造拠点を有して

いない一方で、ソフトメーカーも海外に量産工

場を有していない（表５）。

2.3 (5) 中間財市場(Intermediate Market)

　テレビゲームにおける中間財は、ほとんど日

本国内で調達できる。この中間財調達のネット

ワークは国内で自己完結していているといって

もよい。セガ・エンタープライゼスはコストダ

ウンを目的として生産拠点を海外に求めたが、

国内生産しているソニー・エンタティンメント

に敗退する結果となった。

　ハード機生産における自己完結的で緻密な工

程を要するハイテク製品のために、企業が多国

籍化を展開する大きなメリットがあるかどうか

疑わしい。ゲーム機のコアともいえるＭＰＵも

日本国内半導体メーカーで調達されるか、また

はアメリカの大手半導体メーカーから輸入され

ているかのいずれかである。

　労働力コストからみて、中間財生産の拠点を

海外に設立も考えられる。しかし、その製品の

ハイテク性や緊密な生産コーディネイトを考慮
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下線部で示された国は、テレビ・ゲーム・ソフトの販売子会社があることを意味する。
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すると、海外での生産は競争優位の主要因（ゲー

ム機の性能・ソフトの面白さ）を著しく阻害す

る可能性もある。

2.3 (6) 取引コスト(Transaction Cost)

　中古市場に関する限り、セガ・エンタープラ

イゼスの生産戦略から国内より海外の取引コス

トの方が安いことが推定できる。しかし、ハー

ド機は中間財市場が海外に存在する場合でも、

全体の性能や生産の効率性という観点からみれ

ば、国内市場に限定した方がより有利な競争を

継続できると仮定できる。要するに、国内取引

ではじいた輸出コストは国際分業から計算され

た取引コストより割高かも知れないが、競争優

位からみれば国内生産体制に固執した方が経営

行動の合理性は存在する。それゆえ、国内―海

外取引コストからの観点からのみで、テレビ

ゲーム産業における多国籍化の説明はできない。

2.3 (7) 産業特殊要因( I ndus t r y  Spec i f i c
Advantage)

　産業特殊要因はテレビゲーム産業では働かな

い。むしろ、国内の中で産業特殊要因はテレビ

ゲーム産業の戦略的基盤を作り上げてきた。

　テレビゲーム産業は、任天堂が玩具から出発

し、セガ・エンタープライゼスがアーケード用

ゲーム機製造、さらにソニーがプレーステー

ション以前は、任天堂のサードパーティとして、

独自の企業競争力を持っていた。また、ソフト

制作企業もテレビゲーム産業が隆盛を極める前

は、アーケード用のゲームソフト作りで技術的

蓄積がなされていた。そして、このゲーム機器

メーカーとソフト制作企業は、ハード機メー

カーとソフト制作企業として、アメリカ企業、

ヨーロッパ企業、アジアにおける華僑系企業に

も参入できない国内ネットワークワークを作り

上げてきたのである。これは、系列のために参

表５　サードパーティの海外展開
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入障壁が高いというよりも、ゲームという産業

自体に付随する創造的要因（消費者の興味を引

くソフト制作）としての障壁が高いとみた方が

よい。

　このソフト・メーカーもハード機メーカーの

厳しい検閲の末に市場に出ることになる。すな

わち、ハード機メーカー側のリスクはソフト販

売の成否から生まれる。また、ソフト制作の場

合でも、ハード機メーカーの厳密なチェック体

制の中で行われるために、オリジナルなゲーム

ソフト開発が海外で行われることはない。要す

るに、ハード機のキャパシティに応じたゲーム

ソフト開発がハード機メーカーとサード・パー

ティの緊密な協力のもとに行われるからである。

これゆえ、ハード機のキャパシティが増加すれ

ば、ゲームソフトの開発も創造性豊かに進化す

るわけで、両者は、いわゆるポジティブ・スパ

イラル(35)というシナジー効果を生み出す相関関

係は深い。

　業界の競争が激しく、ハード機の新機種が平

均５年で、旧・新機種の間にソフト互換性がな

いことも、海外ＯＥＭによるハード互換機を作

ることが困難と認識できる。ゲーム産業は一発

勝負の短時間で勝敗がつく業界である。「山内は

長期５ヶ年計画とか経営戦略などと、いわば大

上段に構えることを極端に嫌う」(36 )「日本では

ブームに乗ったと思ったら、もう売れなくなる

という意味だと考えた方がよい」(37)。こういった

意味で、ゲーム産業は一過性の流行のような市

場を見極めるスピード経営が求められる業界で

もある。

2.3 (8) 国家特殊要因(Nation Specif ic　　
Advantage)

　テレビゲーム産業は、国家特殊要因とは関係

はないであろう。日本のテレビゲーム産業の本

格的成長はバブル経済の崩壊から始まった。ま

た、乱高下する為替相場において、当初の見込

み利益が圧縮されることもあるが日本からの

ハード機輸出は順調に伸びている。国家特殊要

因は、購買層の圧倒的需要によってほとんど影

響がないと見てよい。また、日本以外の国でハー

ド機メーカーが存在しないために、日本政府に

対して輸出規制を求めるような輸入国の国益に

関わる問題はないと見て良い。

2.3 (9) 地域特殊要因(Reg iona l  Spec i f i c
Advantage)

　テレビゲーム産業の場合、セガ・エンタープ

ライゼスの海外生産で観察されたように、地理

的に日本と近い中国、韓国、台湾、東南アジア

諸国で製造された部品が日本に逆輸入されアッ

センブルされるケースもある。このために、テ

レビゲーム産業では、地域特殊要因は存在する

と結論づけられる。しかし、セガ・エンタープ

ライゼスは海外生産（セガサターン）を中止し、

次世代機（ドリームキャスト）は国内生産に戻っ

た。

　テレビゲーム産業において地域という要素が

積極的に働くならば、シリコンバレーで生産さ

れるＭＰＵを日本のハード機メーカーに供給す

るアメリカハイテク企業である。しかし、日本

の半導体企業もアメリカ系企業に比肩できるＭ

ＰＵ生産と供給体制を有している。そのため、日

本のハード機メーカーが、アメリカ系企業を買

収し、垂直的統合を可能にする競争戦略に走る

とは思われない。両者の企業ドメインが決定的

に違うし、資金的にも日本側が買収できるよう

な中小企業ではないからである。

2.3 (10)  垂直統合(Vertical Integration)

　テレビゲーム産業は、ゆるやかな垂直的統合

がなされている。ハード機の生産がアッパース

トリームとするならば、ミドルストリームは
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ゲームソフト関連企業であり、ダウンストリー

ムは海外の販社である。その統合はハード機

メーカーが頂点に立つ一方で、資本関係のない

企業が傘下にくる緩やかな垂直的統合である。

任天堂が 1984年のファミコン販売から約 10年

間、テレビゲーム産業を支配した構図こそ緩や

かな垂直的統合の典型ともいえる。緩やかな統

合とは資本関係がないゆえ、いつでも離脱は理

論的に可能だったからである（図11～13参照）。

　換言すれば、経営的観点からいえば、ゲーム

産業にとって、垂直的統合は長期的に制度的に

確立された垂直統合モデルではなく、短期的な

可変的統合モデルともいえる。すなわち、テレ

ビゲーム産業にとって垂直的統合は安定的なも

のではなく、競争力を失った垂直的統合（ビジ

ネスモデル）の場合、競争優位にある垂直的統

図11　ソニー・コンピュータ・エンターテイメントのビジネスモデル
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図12　任天堂のビジネスモデル
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図13　セガ・エンタープライゼスのビジネスモデル

合（ビジネスモデル）によって、容易に既存の

シェアを蚕食される可能性がある。

　現在、日本において、ハード機メーカーが問

屋制を廃止したり、サードパーティが、三社の

ハード機メーカーに相乗るといったマルチプ

ラットフォーム体制を構築したり、ハードメー

カー系以外の流通経路を開拓しているのは、垂

直統合がゆるやかで可変的なものである証左で

あろう。

2.3 (11)  水平統合(Horizontal Integration)

　テレビゲーム産業は国内でのみ水平的統合が

なされた産業構造をもっている。特に、開発で

は、市場動向にあわせて商品化・販売時期が詳

細に検討される。そして、この需給が逼迫した

時期をみのがすと売れるものも売れなくなる。

特に人気商品となっている製品の場合に、生産

が追いつかないこともあるからだ。このため、企

業内部・関連企業の製品情報の共有化は必須で

ある。
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2.4 適用に関する要約

　ゲーム産業の多国籍化は、不完全競争という

経済環境の中で企業特殊優位要因が大きく働い

ているとみてよい。そして、日本国内における

緻密で層の厚い産業集積は、圧倒的な高さの産

業特殊要因を構成している。セガ・エンタープ

ライゼスによって海外ＯＥＭ生産も行われこそ

したが、立地特殊要因も地域特殊要因も大きな

貢献はしなかった。このために、立地特殊要因

は日本国内で大きな優位が見られることになる。

海外にはライバル・メーカーは存在しないと同

時に、海外からの需要が極めて高い理由で、為

替変動による売上高への影響や輸入規制は働か

ず国家特殊要因は存在しない。1980年代におい

ては、ハード機メーカーは垂直統合から得られ

る機会を享受してきたが、1990年代からの企業

間競争の拡大は、垂直統合ではなく、関連企業

の自律性が働いている。また、ハード機メーカー

とソフト制作企業の間には、ソフト制作におけ

る開発期間、生産工程、発売日をめぐって極め

てタイトなネットワークという水平統合がなさ

れている。

　このように、テレビゲーム産業は非常に高い

比較優位をもち、製品開発から販売までフル

セット型の生産ネットワークを国内に有する傾

向が強く、直接投資は販社レベルの段階に留ま

ると結論づけたい。要するに、テレビゲーム産

業は、企業特殊優位に特化しているために、そ

れほど内部化を海外に進展させる必要はない。

　こうしてみると、拙論で試みられたテレビ

ゲーム業界におけるケース・スタディにのみ

限って言えば、序論で提示した仮説―「多国籍

企業の競争力がハイテク化されるに伴い、本国

から海外へ生産拠点が移転しない企業構造が生

み出されて行く」という内部化理論への反証は

支持されるであろう。

Ⅲ　内部化理論の再検討　

3.1 内部化理論に関する理論的修正点

　ゲーム産業の多国籍化の要因分析で示された

ように、内部化理論を適用するにあたり企業特

殊要因が競争優位を形成していることが理解で

きた（図14参照）。また、テレビゲーム産業は販

社ベースで多国籍化が留まっていることから、

企業の内部化過程は、レディング派の説くよう

にすべての多国籍企業の一般的図式化が可能で

はなく、業種によって異なっていることが確認

できる。

　この調査結果から、テレビゲーム産業におい

て内部化が進捗しない原因こそ戦略の源泉であ

る推測が成り立つ。換言すれば、企業特殊優位

があまりにダイナミックで熾烈な市場競争にさ

らされているために、不安定であり時間的にも

限定されているからだ。この意味において、カッ

ソンは決定的な誤りを犯しているようである。

カッソンによれば、企業特殊優位とは、過去の

企業家的行動から生じた資産の集積を測定する

ことと理解されているからである(38)。ここには

市場競争を見据えての企業の活発な戦略行動の

姿は見えてこない。カッソンによる内部化理論

への積極的評価にも関わらず、内部化理論は、資

源配分の効率にあまりに囚われていることから

か、静態的理論に安住しているかのようにみえ

る(39)。

　この点において、テレビゲーム業界の戦略的

行動は内部化理論の準拠枠からは逸脱している。

すなわち、熾烈なＲ＆Ｄ競争のもと、製品のラ

イフサイクルが短く、需要の読みも不確かな業

界分野では、多国籍生産自体が大きなリスクだ

からである。セガ・エンタープライゼスのドリー

ムキャストの場合、需要が追いつかず、さらな

る量産体制に入った際に、その人気は下降して

いった。
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　さらに、ゲーム産業の多国籍化が販社で留

まっているもう一つの理由は、輸送がスピー

ディかつコンパクトに出来る利便性にある。す

なわち、的確な需給判断に合わせて、飛行機で

ＲＯＭカセットやＣＤ－ＲＯＭを一括して大量

に輸送してしまえば、海外に工場を設立する必

要はないわけである。この点においても、カッ

ソンは内部化理論においては、国際分権的管理

が支配的と述べているが、テレビゲーム産業の

集権的行動とはかなりの隔たりがある(40)。テレ

ビゲーム産業の多国籍化は子会社が主体となり、

自律性（オートノミー）をもって、グローバル

ネットワークを展開するといったものではない。

特に子会社における意思決定の欠如は取引コス

トから内部化の分析を進めていったティースや、

ヘナートらにも再検討の余地がでてきた。(41)

　ここに、ハイテク分野の産業に言及すれば、な

ぜ、半導体部門において、前工程は本社がある

国内で生産されるであろうか。マザー工場はな

ぜ、本国に置かれるのか。なぜ、戦略部品は海

外工場で生産されないのか。なぜ、ソフトは海

外で開発されにくいかという推測が可能となる。

すなわち、これらのハイテク産業は、テレビゲー

ム産業にみられたように、競争力の源泉は、国

内の高度なエンジニア集団の技術開発部門や高

度付加価値製品を作り上げるネットワーク体制

に支えられた雛型生産と需要に迅速に対応する

大量生産にあるからだ。

　拙論の研究結果に関する限り、技術革新の度

合が低く、製品のライフサイクルが長く、コス

ト競争が大きくからんだ日常的製品を扱う業種

こそ、多国籍化の極点でもある現地生産とグ

図14　テレビゲーム産業における多国籍化の一般図式
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ローバルなネットワーク化が進展しているので

はないかという仮定が可能である。製造業種の

場合には、コスト競争力を主体にして、事業活

動の生産工程を海外に移転できる環境を有して

いる。ここに製造業の空洞化現象が語られる一

方で，テレビゲーム産業の場合には空洞化現象

が起こる素地はないとみてよい。また、経営の

現地化は製造業種に常に突きつけられた課題で

あるが、テレビゲーム産業には経営の現地化と

いう課題はない。むしろ、本社ベースにおいて

オリジナルソフトをいかに異文化にあわせて翻

訳していくかという製品の現地化が課題となる。

　また、日本の製造業において多国籍化の進化

パターンは、本社と東南アジアで観察できる

ローテク機器を主体とする中間財にもっとも適

用できると仮定できる。この製造業中心の多国

籍化のパターンこそ、東南アジアでのプレゼン

スが大きい日本型の進出類型であろう。もちろ

ん、この仮定を十分に論拠あるものにするため

には、他の先進工業国における比較調査の必要

性があるだろう。

3.2 発展段階説、内部化、国際競争優位との相
互関係

　多国籍企業は、経営戦略が高度化するにつれ、

グローバルなネットワークの中で、最適の収益

機会を見出す事業展開を追及していく。それゆ

え、企業の多国籍化は、理論的および方法論上

の差異はあれ、第一段階（本国からの商品輸出）、

第二段階（海外販売子会社の設立）、第三段階（生

産の現地化）、第四段階（グローバルなネット

ワーク体制）というパターンを踏んでいくこと

は多くの研究者達によって支持されている(42)。

さらに、グローバル経営は、さらに進化・発展

していく構図を描く研究者たちもいる(43)。ラン

ドイとジアタオは、25の製造業のクロス・ボー

ダーの取引の流れを統計的分析にかけ、多国籍

企業の子会社による実証的な統合プロセスを検

証している(44)。

　こうして、企業の国際化の段階は多くの国際

経営学者によって首肯されているわけであるが、

内部化論の研究者によって、国際的市場におけ

る不完全性を内部化していく進化過程が多国籍

化のより発展した段階であるという理論的陥穽

にはまる危険性もある。要するに、多国籍企業

の内部化進展、拡大、およびその精緻化こそが

グローバル化への道というわけだ。この観点に

従えば、親企業を中心とした輸出戦略がベスト

であるという根拠は、多国籍化の進展により、そ

の理論的妥当性をもはや失っているとみてよい。

　しかし、拙論で行われたテレビゲーム産業の

ケーススタディを見る限り、企業の多国籍化は、

間接輸出、直接輸出、ライセシング、合弁事業

（販売・生産）、現地生産という単純なプロセス

ではないことが理解できる。さらには、ラグマ

ンのいう輸出、直接投資、ライセンシングの過

程でもない。

　テレビゲーム産業の場合、国際投資による生

産要素の移転もグローバリゼーションによる生

産工程の組合せはほとんど行われていない。そ

れは、端的に言えば、本社レベルでの生産・販

売に関わる中央集権体制であり、海外子会社レ

ベルでは、それぞれの国ごとの販社を主体にし

たマルチ・ドメスティックなマーケティング戦

略とみてよい。

　テレビゲーム産業において長期的なグローバ

ル優位を保とうとすれば、企業特殊要因に支え

られた国内競争優位をいかに維持していくこと

が命題となる。このために、テレビゲーム産業

の組織化は、コスト削減を目指しての複雑な国

際的ロジスティクスを追うようなグローバル化

はおこらない。
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3.3 内部化理論修正と企業戦略

　カッソンは内部化理論の適用として日本企業

の多国籍化を信頼関係からなるインフォマール

な内部市場と外部市場における暗黙の契約をそ

の特徴として指摘した(45)。しかし、一方で、竹

田は、多国籍企業の内部化理論パターンに修正

を求めるような研究結果を出している。「完全所

有による子会社設営、機密保持のための全面的

な自社技術開発、品質維持のための可能な限り

の自社生産、経路確保のためのオウン・ディス

トリビューション等にみられるかつての多国籍

企業のいわゆる自前主義（純血主義）は高い支

配力をもつものの、この柔軟性という点からみ

ると、速度が要請される現段階では全能ではな

くなったといえる」(46)。竹田の言うように1990年

代のメガコンペティション（大競争）を考えれ

ば、カッソンの言う信頼関係からなる日本企業

の特質も過去のものになりつつある。

　拙論で行われたテレビゲーム産業の分析でも

竹田の内部化理論に対する批判を支持すること

ができる。ハード機のグレードアップやソフト

制作の３ＣＧをより鮮明な画像にするためには、

自前主義では不可能な技術的なグローバルアラ

イアンスは必要なのである。さらに竹田が述べ

るように、スピード経営も発展段階説の修正を

迫ってくるであろう。スピード経営とは、製品

の需給に機敏にリスポンスし、間接コストの徹

底削減による生産と販売の直結を意味している(47)。

具体的には、受注から納入の短縮、棚卸資産の

短縮、良好なキャッシュフローの実現等である。

仮に、これらのスピード経営がグローバルな事

業展開に積極的に適用されるようになれば、重

厚な自前組織でシステム化されたグローバル・

ネットワークは、フレキシブルな国際アライア

ンスを組む事業組織を志向していくかも知れな

い。　

　さらに、この推論が経験的レベルでの検証に

耐えられるようになれば、少なくとも21世紀の

初頭には、多国籍企業において、次のような戦

略のパターン化も一つの市民権を得るやも知れ

ない。第一に本国を研究開発のコアとする競争

優位なビジネス・モデル形成の重視、第二に、他

社の追随を許さない用意周到な次世代製品開発

戦略、第三に、ビジネス・モデルの戦略核とし

ての洗練され創造性豊かな少数のエンジニア集

団の組織化、第四に技術面で世界の最先端をい

く企業とのアライアンスである。この仮定を裏

返してみれば、本国でのビジネス・モデルの瓦

解と人間的および技術的戦略核の消滅が国際競

争力の息の根を急速な形で止めていくという経

営リスクの可能性である。

3.4 プローザビリティの問題と多元的解釈への
方向性

　プロ－ザビリティ（PLAUSIBILITY）とは、経

験的調査を抜きにする一方で、従来の理論的集

積に依拠しながら、研究対象を解釈していく論

理的妥当性である。すなわち、アプリオリに構

築された準拠枠が先行して、経験的事象を歪め

てしまう自己予言成就のための調査とも言える。

内部化理論の発展に大きく寄与したレディング

派にとって、彼らの間でそれぞれ見解の相違が

存在する。しかし、レディング派にとって従来

の理論的枠組であらゆる多国籍行動が分析でき

るとする前提が存在するようだ。ここには、多

国籍企業の行動分析がプロ－ザブルなものに堕

しやすい陥穽がみてとれる。

　なぜ、レディング内部でダニングによる企業

特殊優位がカッソン、バックレー、ラグマンに

よって忌避されるかの理由は，彼らの理論的根

拠が内部取引の優位性に大きく依存しているた

めであろう(48)。そのために、企業の具体的特性も

内部化理論による既存の準拠枠によって、具体

的な経験的処理を行わないままに形式的に図式
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化されてしまうからである。換言すれば、彼ら

からみて企業特殊優位の強調は、ハイマー理論

への傾斜であり、内部化理論の整合性に耐えな

い仮説であり、彼らの研究関心を引きつけない

ということも考えられる。これは、産業組織論

の泰斗、Ｊ．スティグラ－が経済理論の企業行

動に対する分析はあまりにも形式的・抽象的す

ぎると嘆いたことと同次元である(49)。すなわち、

論争が実証を伴わない論理の中でのみ行なわれ

る傾向が強い。

　拙論では、レディング派の業績を逐一批判的

に検討することが目的ではない。内部化理論は

多国籍企業の行動分析において、もっとも重要

な理論的枠組を提供してくれている。しかし、テ

レビゲーム業界の調査結果から判断できるよう

に、既存の内部化理論では説明できない多国籍

行動も観察されるようになってきている。この

点で、バックレイが約15年以上も前に内部化理

論について言及した陳述が再び浮かび上がって

くる。「内部化理論とはある理論を探し出すため

の概念であり、平坦にいえば内部化理論とは同

義反復（トートロジカル）の言葉でしかな

い。」(50)。当時、彼が言わんとしているところは、

内部化理論の追求は多国籍企業理論の充実をめ

ざした手段にすぎないというわけだ。

　しかし、その後の15年間において、内部化理

論は発展を遂げ、多国籍企業における行動分析

の中で否定しようのない場を占めるに至ってい

る。バックレイのアイロニカルな陳述を肯定的

に考えるならば、企業特殊優位を経営学の視点

で捉え直すことで、内部化理論を補完し、多国

籍企業理論における内部化理論の位置確認を

巡って探求を続行していくことは可能である。

特に、内部化理論において企業特殊要因を挙げ

たダニングの研究業績を再検討に附す必要があ

るだろう。

　現在の多国籍企業の理論は複雑に絡み合って

いる。もはや、一つの理論的枠組で多国籍企業

の行動を把握できるものではない。この点では、

多国籍企業の理論の統合は不可能とみてよい。

ちょうど、それは、35年ほど前に経営学理論の

統合化を探求したクーンツの結論がおおいに参

考となる。彼は経営学の有効な理論について次

のように言っている。「集大成された原理をもつ

理論ではなくて、この領域を定義し、分類する、

概念上の枠組であり、経験上と研究から蒸留さ

れた知識の信用できる断片が、ある秩序をもっ

て関係づけられること」(51) ─彼のこの言葉は多国

籍企業の研究者にも当てはまる。この点におい

て、アリバー、ハイマー、キンドルバーガー、小

島等の理論は歴史的に死んでいない。複雑な多

国籍企業行動の展開の中で急速に息を吹き返し

ている。換言するならば、内部化理論を精緻化

させることで、現代の多国籍企業の行動展開が

さらに深く理解可能になるということではなく、

内部化理論のみでは把握できない複雑極まる現

実が拡大してきているからである。

　ダニングの折衷理論は粗野な分類（Crude

Typology）に近い。しかし、ダニングの折衷理論

は理念型を作るための宝庫である。ダニングの

折衷理論を批判・拘泥し、決して統一されるこ

とのない理論的不整合さに悩むよりも、ダニン

グを通して折衷理論の提示された、それぞれの

優位性を一つの理念型として捉え直した方が賢

明かも知れない。すなわち、それぞれの優位性

を相互の理論的補完として補足し直し、ある優

位性を一つの論理的整合性に昇華しながら、現

象に切り込んで行く条件的理論構築（プロビ

ジョナル・セオリー・ビルディング）への試み

である。いかに精密な理論的構築であっても、始

めから乗り越えられるべき相対化の運命を引き

受けているわけである。それは、決して単に理

論的限界を意味するものではなく、新しい理論

構築のための里程標なのである。
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　これは最終的には多国籍企業理論の統合を期

待するような中範囲の理論（ミドル・レインジ・

セオリー）をめざしているわけではない(52)。変

転きわまりない経営学という分野にあっては、

およそ中範囲の理論の構築でさえも整序化され

る前に陳腐化していく運命にあるからだ。仮に、

多国籍企業の将来の方法論的接近が、条件的理

論（プロビジョナル・セオリー）となる予見を

許されるならば、マックス・ウェーバーの古典

的著書『プロテスタンティズムと資本主義の精

神』の方法論上の問題に関連してくる(53)。すな

わち、歴史の一回性という限られた条件付けの

中で因果関係をめぐる法則探しである。多国籍

企業の研究者も理論と歴史的事象の因果解釈を

めぐる親和性の議論に直面しているわけだ。そ

れゆえにこそ、マイラ・ウィルキンスが理論の

横暴に反駁するように19世紀の企業の国際行動

を最新の理論で割り切れるものではないという

批判は首肯できる(54)。理論家は先端的な事象を

追い求めることで、全体的（ホーリスティック）

な歴史をも把握できるという陥穽にはまりがち

である。

3.5 内部化理論をめぐる残された課題

　拙論で展開されたゲーム産業の多国籍化から

導かれた内部化理論の再検討は、さらなる多国

籍企業理論への発展可能性を考察できる機会を

与えてくれている。しかし、ハイテク・ソフト

産業がなぜ理論的に内部化をそれほど進展せし

めないかという精緻な調査探求はいまだ行われ

ていない。換言すれば、なぜ、テレビゲーム産

業はグローバルな多国籍化を行う必要性がない

かという理論的根拠を突き詰めなければならな

い。ここでは、その理論的根拠を構築するため

の問題点の一般的提示を試みたい。

3.5 (1) 1960年代～1970年代の輸出・販社ベー
ス戦略との相違

　1980年代後半から1990年代に確立していった

ゲーム産業の国際事業展開は、1960年代から

1970年代前半にかけて行われた販社主体による

直接投資の構図と同一視できるかどうかである。

仮に、両者の間に相違が存在した場合、それは、

どのような相違が存在するかという問題で浮か

び上がる。拙論で導き出された調査結果は、従

来の内部化理論に異議を唱えるものであるが、

ゲーム産業の国際化が過去30年間に見られた販

社レベルの国際化に全く相似していくとは単純

に考えにくい。1960年代～1970年代にかけて多

国籍化を始める企業とゲーム産業の企業組織の

構造比較が必要となる。

3.5 (2) 産業集積・独占的国際競争優位・および
内部化との関係

　アメリカにおけるコンピュータ・ソフト産業

に関する限り、シリコンバレーでは多くの企業

が生産工程に関して相互依存的であり、この地

域において生産が自己完結的であるとも言える。

シリコンバレーに位置する企業で生産される製

品は、外国企業の追随を許さないほど、国際競

争優位が高い。そして、ほとんどの有力なコン

ピュータ・ソフト企業は、海外で製品の開発お

よび生産を行わない。

　この傾向は、日本のテレビゲーム産業におい

ても共通している部分が多い。ゲーム機は日本

で生産され、ソフト制作も日本で行われている。

また、ゲーム産業では、日本に真っ向から立ち

向かってくる外国企業はなく、日本が圧倒的競

争優位を誇っている。

　こうしてみれば、産業集積が一カ国で完結し、

かつ、その製品が圧倒的国際競争優位にある時、

企業の多国籍化は進捗しない傾向があると仮定

できる。内部化理論は多国籍化のすべてに適用・
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妥当する根拠を失うかも知れない。しかし、ダ

ニングの企業特殊優位の理論的背景となってい

るハイマーの理論が無条件でテレビゲーム産業

に適用されるわけではない。ハイマーからみれ

ば、独占の優位こそ輸出ベースから海外直接投

資を開始する契機となるからである。そのため

に、シリコンバレーにおけるコンピュータソフ

ト産業の市場構造を探求することは、内部化理

論のさらなる再検討へ向かう課題ともなるであ

ろう(55)。

　

3.5 (3) 国際戦略提携と内部化問題

　ゲーム産業の大手３企業は、ＭＰＵや３次元

のコンピュータ技術の改良では、アメリカの半

導体企業やコンピュータ・ソフト企業と提携を

結んで、自らの競争優位を上昇させようと凌ぎ

を削ってきた。

　この国際戦略提携は、合弁企業と違って製品

の工程を共有するのではなく、製品の生産工程

をある程度放棄するわけであるから、市場のコ

ントロールを通じた優位を作り出す内部化理論

と対立していく。それとも、この国際戦略提携

も一つの合理的経営行動として内部化理論にカ

テゴライズされるものであろうか。国際戦略提

携と内部化問題という側面からも精緻な実証研

究が求められる(56)。

3.5 (4) 子会社設立のスピード化と内部化問題

　テレビゲーム産業を観察する限り、日本で

ヒットするやいなや海外子会社が時間的隔たり

をおかず、すぐに設立される傾向がある。ハイ

テク・ソフト分野での海外事業展開のスピード

化は普遍的現象なのであろうか。企業にとって、

この事業のスピード化がリスク要因となり、そ

れほど内部化を進展させないのであろうか。こ

の問題はコンピュータソフト産業への研究拡大

によって実証的検討に付されなければならない(53)。

3.5 (5) 知的財産権による競争優位

　任天堂アメリカにおけるテレビゲーム事業の

成功は、製品の優秀さやマーケティングの卓越

性だけでは語れない問題がある。それは任天堂

アメリカの法務部門充実によって違法コピーを

駆逐し、任天堂の市場優位が勝ち取られたから

である。技術的に優れた製品は知的財産権に

よって保護され、安易なコピーによって市場を

攪乱されないようにすることも重要な経営戦略

の一つである。知的財産権侵害に関するＭＰＵ

に関するインテルとアメリカン・マイクロ・デ

バイス、ＯＳに関するマイクロソフトとアップ

ルコンピュータ、携帯電話のＣＤＭＡ特許につ

いてのクアルコムとエリクソン等の係争は、裁

判に負ければ市場を失うという死活的なもので

あった。

　特に、知的財産権と変転限りないハイテク産

業の関係では、フォロアーがライセンス供与を

獲得しないかぎり市場参入が難しくなっている。

この一方で、知的財産権にプロテクトされたハ

イテク企業は競争優位な状況で、国内でさらな

る競争優位を志向した製品開発が可能という憶

測が成り立つ。いままで看過されがちであった

ハイテク企業の法務部門と競争優位の関係がさ

らに探求されてしかるべきであろう。

Ⅳ　結　論

　この論文では、多国籍企業における内部化理

論をテレビゲーム産業に限定して批判的再検討

の可能性を探ってきた。しかし、この再検討を

はかる意味での研究範囲は、1980年代初頭の日

本におけるテレビゲームの黎明期から、1999年

までのテレビゲーム業界に動向という時間的限

定も銘記されねばならない。それゆえ、現在、進

行中である本国でのゲーム業界再編成の波は(58)、

少なからず海外事業戦略の変化を引き起こして
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行くであろうが、事態が流動的であり、この論

文では言及対象から外した。　

　このような研究の限定を考慮に入れながら、

この論文で提示されたように、「ハイテクを駆使

したソフト産業が生産の移転をめぐる国際工程

区分を行わない企業行動をとる」という仮説を

明確な形で検証するためには、アメリカ多国籍

企業である半導体企業、ＥＲＰビジネス企業，イ

ンターネット・コンテンツ企業を調査フィール

ドとした、さらなる精緻な経験的探求が必要と

なるであろう。この意味で、この論文でなされ

た内部化理論への再検討は、経内部化理論を多

国籍企業理論の中で十分相対化するための経験

的調査に向かう第一歩でしかないことを銘記し

ておく。
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